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（平成 25年度研究報告書） 

 

23-A-33 がん対策とその推進に資する国立がん研究センターの 
新たな機能のあり方に関する研究 

 

加藤 雅志 

国立がん研究センター 
がん対策情報センター がん医療支援研究部 

がん医療支援研究部長 
 
 
研究の分類・属性 
 
ヘルスリサーチ 

 
 
研究の概要 
 

国立がん研究センターは、平成22年 4月に独立行政法人化し、国立がん研究センターが中期計画で定めているよ

うに政策提言を実施していくことが求められている。国立がん研究センターががん対策の推進に資する政策提言を

行うにあたり、本研究班はがん対策の課題や解決策について整理を行っていく。特に、がん対策については、地域

の特性に応じた取り組みを行っていくことが求められていることから、地域のがん対策の中核的な役割を担うがん

診療連携拠点病院からの意見を元に課題や解決策の整理を行い、今後のわが国のがん対策の方向性についての提言

案を示していく。平成24年度以降は、わが国におけるがん政策について研究を進め、長期的なビジョンに立ったが

ん対策のあり方、がん対策において国立がん研究センターが担っていく診療支援等に関する機能の検討、国立がん

研究センターによる全国の地域が取り組むがん対策への支援と自治体との連携のあり方について研究を進めていく。 
また、国立がん研究センターは独法化とともに、新たにその理念として「世界最高の医療と研究を行う」「患者目

線で政策立案を行う」ことを掲げた。これらの理念を実現するために、国立がん研究センターでは様々な新たな取

り組みを開始しており、それらに関する研究を進め、新たなエビデンスの構築を図っていく。 
 
 
平成 25年度研究経費 

 
 23,186千円 

 

 

研究班の組織 

 

加藤 雅志 国立がん研究センターがん対策
情報センターがん医療支援研究
部 がん医療支援研究部長 

国立がん研究センターの新たな機能とわが
国におけるがん対策に関する研究 

大江 裕一郎 国立がん研究センター東病院 
呼吸器内科呼吸器内科長 

国立がん研究センターの新たな機能とわが
国におけるがん対策に関する研究 

岡村 健 国立病院機構九州がんセンター
 院長 

現場の実状を踏まえたわが国のがん対策の
あり方に関する研究 
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小川 俊夫 奈良県立医科大学講師 
 

国際比較の観点からみたわが国のがん対策
のあり方に関する研究 

助友 裕子 日本女子体育大学体育学部スポ
ーツ健康学科 准教授 

教育の観点から見たわが国のがん対策のあ
り方に関する研究 

武村 真治 国立保健医療科学院 健康危機
管理研究部 上席主任研究官 

国際比較の観点からみたわが国のがん対策
のあり方に関する研究 

東 尚弘 国立がん研究センターがん対策
情報センターがん政策科学研究
部 部長 

がん対策に資する情報収集のあり方に関す
る研究 

増田 昌人 琉球大学医学部附属病院 がん
センター長・特命准教授（診療
教授） 

現場の実状を踏まえたわが国のがん対策の
あり方に関する研究 

渡邊 清高 国立がん研究センターがん対策
情報センターがん情報提供研究
部 医療情報コンテンツ研究室
長 
 

国立がん研究センターの新たな機能とわが
国におけるがん対策に関する研究 

的場 匡亮 学校法人昭和大学大学院 保健
医療学研究科 講師 
 

わが国におけるがん対策の提供体制に関す
る研究 

樋口 由起子 国立がん研究センター中央病
院・がん相談専門職 
 

がん医療における心理社会的支援のあり方
に関する研究 

 

 

研究の目的と到達目標及び実績要点 
 

全期間（目的と到達目標） 
 
国立がん研究センターは、平成22年 4月に独立行政法人化し、国立がん研究センターが中期計画で定めているよ

うに政策提言を実施していくことが求められている。本研究班は、国立がん研究センターが、わが国のがん対策を

より一層推進していくための政策提言を行っていくうえで必要なエビデンスを構築していくことを目的とする。さ

らに、国立がん研究センターは独法化とともに、新たにその理念として「世界最高の医療と研究を行う」「患者目線

で政策立案を行う」ことを掲げた。これらの理念を実現するために、国立がん研究センターでは様々な新たな取り

組みを開始しており、それらに関する研究を進め、新たなエビデンスを構築していくことを目的とする。 
 
平成 23年度は、政府の審議会であるがん対策推進協議会において、第2期のがん対策推進基本計画の策定のため

の議論が行われる際に、国立がん研究センターとして政策提言を行う際の基礎的な資料を作成することも到達目標

とする。特に、がん対策については、都道府県が地域の特性に応じた取り組みを行っていくことが求められている
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ことから、地域のがん対策の中核的な役割を担うがん診療連携拠点病院からの意見を元に課題や解決策について整

理を行い、今後のわが国のがん対策の方向性についての提言案を示していく。平成24年度以降は、わが国における

がん政策について研究を進め、長期的なビジョンに立ったがん対策のあり方、がん対策において国立がん研究セン

ターが担っていく診療支援等に関する機能の検討、国立がん研究センターによる全国の地域が取り組むがん対策へ

の支援と自治体との連携のあり方について研究を進めていく。 
 
また、国立がん研究センターは独法化とともに、新たにその理念として「世界最高の医療と研究を行う」「患者目

線で政策立案を行う」ことを掲げた。これらの理念を実現するために、国立がん研究センターでは様々な新たな取

り組みを開始している。「がん相談対話外来の開始」等の国立がん研究センターの新たな活動について、基盤となる

データの蓄積やそのあり方について研究を進め、国立がん研究センターの活動に貢献していく。 
 
 

（第３年次評価時点の実績要点） 
国立がん研究センターが行うがん対策に関する取り組みに、本研究班の研究成果がどの程度活用されたのか。 
国立がん研究センターが全国のモデルとして行う新たな取り組みに関連した研究がどの程度進んだのか。 
 

 
第３年次 
（到達目標） 
１ わが国におけるがん政策について研究を進め、長期的なビジョンに立ったがん対策の推進に資する提案を行

う。 
 
２ 国立がん研究センターが新たに取り組む診療支援等の活動について、基礎的な資料の作成、科学的な視点か

ら成果をまとめるための研究を進める。 
 

（年次評価時点の実績要点） 
 １ これまでの研究の成果を踏まえ、地域のがん対策の担い手である都道府県が効果的にがん対策を進めていく

ために、各都道府県が各自の都道府県におけるがん対策の進捗状況を把握し、改善すべき課題の明確化、事業

の効率性を評価していく方法について学習するワークショッププログラムを開発した。本研修プログラムは、

厚生労働省委託事業がん対策情報センター主催の「都道府県がん対策担当者研修」に提供され、活用された。 
 
 ２ わが国においてがん対策を進めていくうえで国立がん研究センターが期待される役割を担っていくために必

要な新たな技術の開発（がん診療連携拠点病院の緩和ケアの質の向上を目指したPDCAサイクルの確保に資す

るピアレビュー方法の開発）、国立がん研究センターがわが国のがん医療を牽引していくに資する新たなモデル

の開発とその成果の普及・人材育成（新たな薬薬連携のモデルの開発、わが国における意思決定支援のあり方

の検討、がん専門医を対象とした独自の緩和ケア研修プログラムの開発）に関する研究を進めた。 
 
 
研究成果と考察 

 

第３年次評価時点 
 
（１）わが国のがん対策の問題点と解決策について 
CDCが公表している Comprehensive Cancer Control Branch Program Evaluation Toolkitや、わが国の政策評価

で用いられている評価手法（医療計画の評価等）を参考としつつ、各都道府県が各自の都道府県におけるがん対策

の進捗状況を把握し、改善すべき課題の明確化、事業の効率性を評価していく方法について学習するワークショッ

ププログラムを開発した。本プログラムを、5つの県のがん対策担当者に評価を依頼した。県のがん対策担当者の意

見を踏まえて修正を行い、がん対策情報センターが厚労省の委託事業として平成 25年 11月 21に、22日に実施する

「都道府県がん対策担当者研修」にプログラムを提供した。本研修の参加者に対して、研修プログラムについての

アンケートを実施するとともに、研修の効果について評価を行い、本ワークショッププログラムの有用性について

検証していく。 
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（２）国立がん研究センターの機能について 

①がん診療連携拠点病院における適切な緩和ケアの提供体制の整備への支援方法の確立 

平成 25年度は、これまでの研究成果を踏まえ、がん診療連携拠点病院における緩和ケアの提供体制の整備を進め

ていくことを目的として、それぞれのがん拠点病院が自施設の緩和ケアの提供体制の問題点を明らかにし、改善に

取り組んでいくための方法として、相互訪問によるピアレビューの実施方法を開発し、国立がん研究センターが行

っていくべき支援の方法について明らかにする。 

PDCA サイクルを実施していくための体制を整備する方法について、国立大学附属病院長会議の下部組織である感染

対策協議会・医療安全管理協議会が実施している「相互チェック」システムを参考に、各都道府県単位で、相互訪

問によるピアレビューが実施できるシステムを検討した。その結果、各都道府県で PDCAを実施していくためのピア

レビューを継続的・効果的に実施していくためには、各都道府県単位で地域の実情に合わせたピアレビューのため

の事務局を整備することが求められること。事務局には、相互訪問施設の組み合わせや、施設間の訪問スケジュー

ルの調整、標準的ピアレビューマニュアル（ピアレビュー手順）の情報提供や、都道府県内のピアレビューの結果

を取りまとめる機能が求められることが明らかになった。各都道府県が、何もないところから PDCAを実施していく

事務局を整備することは困難であることから、必要に応じて各都道府県の事務局を支援していくことが重要である。

今後求められる支援として、①レビューツール（評価指標，標準的ピアレビューマニュアル）の開発、②各都道府

県の事務局担当者に対する研修の実施、③全国レベルで各都道府県の取り組みや結果を共有する体制整備、が必要

である。これらの支援については、国立がん研究センターがその役割の担い手として期待される。今後、協力を表

明している 2 病院について、モデルとしてピアレビューによる緩和ケアの提供体制の相互評価を実施し、ピアレビ

ューの実施可能性と有用性について検討していく。 
厚生労働省が取りまとめた「がん診療提供体制のあり方に関するワーキンググループ報告書」においても、PDCA

サイクルを確保していくことの必要性が明記され、今後、国立がん研究センターがこれらの取り組みを支援してい

くことが求められている。緩和ケアの領域について、国レベル、都道府県レベルでの PDCAサイクルを実施していく

ための方法の確立につなげていく予定である。 

 

②がん患者支援のための意思決定支援の方法に関する検討 

中央病院相談支援センターに対する依頼内容や相談支援内容を検討し、がん患者やその家族への適切な心理社会

的な支援の方法を検討を進めてきた結果、がん患者の意思決定に関する医療従事者が適切に支援していくの重要性

が明らかになった。がん患者には診断時から終末期まで，治療や療養の場など、様々な意思決定が求められる。が

ん患者が自らの病状や今後の見通しを理解し、生活や人生に与える影響や価値観を考慮した上で意思決定ができる

よう医療従事者の支援が求められる。今回、2003 年から 2013 年までに日本国内で発表された、がん患者の意思決

定の内容や支援に関する原著論文をレビューし、がん患者の意思決定支援に関する困難、課題、支援を明らかにし

た。 
Web版医学中央雑誌（Ver.5）を使用し、2003年から2013年、 ((((腫瘍/TH or がん/AL)) and ((意思決定/TH or 意

思決定/AL)))) を検索式として検索を行い、さらに原著論文，看護文献に絞り込み、170件がヒットした。そのうち、

がん患者の意思決定に伴う困難や内容・プロセス、意思決定支援について記述があるものを採択し、家族を対象と

したもの、事例研究、入手困難なものを除外した。最終的に 25文献を分析対象とした。 

意思決定が求められた時期は、がん治療前、がん治療継続、治療後社会復帰、終末期、全ての時期、の５つに分類

できた。うち、治療後の社会復帰、治療継続、終末期に関する研究は少なく、これらの時期にある患者の意思決定

と意思決定支援に関する研究に必要が示唆された。また、がん終末期は，患者の余命が限られた状況で、抗がん治

療の中止や療養場所等の意思決定を行う必要があり、医療従事者は意思決定に困難を抱えていることが示唆された。

また、終末期がん患者自身が抗がん治療の中止や療養の場について意思決定する際の困難、求める支援についての

研究はほとんどないことも明らかになった。今後、日本において、がん患者の意思決定支援モデルは確立しておら

ず、意思決定支援モデルの作成と効果の検証が必要である。 
 
③児童・生徒を対象としたがん教育の普及方法の検討 

これまでの本研究班の活動や、他の関連する研究班の協力の下、がん教育に関する研究の成果を総括し、普及の

あり方について検討を行い「がんの教育・普及啓発」ホームページを関連する研究班の協力のもと作成し、情報発

信を開始した。（http://plaza.umin.ac.jp/~canedu/index.html） 
今後、問い合わせ内容等を分析し、より効果的な普及方法について検討を進めていく。 

 
④－１ 安全な外来がん化学療法（経口抗がん薬を含む）を管理する薬-薬連携モデルの構築と薬剤師研修のあり方

の検討 

http://plaza.umin.ac.jp/%7Ecanedu/index.html
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経口抗がん薬を含む外来がん化学療法をおこなう患者に対し、医師、病院薬剤師と薬局薬剤師が連携した

Pharmaceutical Careのモデルを構築し、構築したモデルによりPharmaceutical careを実施し、患者の安全かつ

適正な経口抗がん剤治療のサポートを実現していく。具体的には、重篤な副作用の回避およびアドヒアランスの向

上を目的とする。今年度、中央病院薬剤部を中心として、薬剤師主導臨床試験（研究課題番号 2013-137）『安全な

経口抗がん薬を含む外来がん化学療法を管理する薬-薬連携モデルの構築とその実行可能性の評価』の試験計画書を

作成し、10 月の施設内倫理審査委員会において承認された（10/31）。 並行して、7 月から 9 月にかけて、研究協

力薬局の研究担当者に対し、研修を実施した。11 月に全体会議（キックオフミーティング）を開催する予定として

いる。今後、本モデルの有効性が確認された際には、国立がん研究センターが中心となって全国に普及させていく

ための活動（研修、情報発信等）を行っていくことが望まれる。 
 
④－２ 国立がん研究センター中央病院 緩和ケア研修会の効果に関する研究 
がん対策推進基本計画に基づき、当センター中央病院の医師を対象に実施している「緩和ケア研修会」の効果を

検証することを目的として、研修受講者を対象として研修実施前と研修直後の前後比較調査を実施した。調査方法

は自記式質問紙調査法を用いた。調査内容は、緩和ケアに関する知識9ドメイン33項目（回答方法は正，誤，不明

から択一）と、研修の各セッション内容の理解度16項目（回答方法は5-point Likert Scale: 1．全く理解できなか

った～5．十分理解できた）とした。 
回答者は27名（第 1-3回の開催参加者）であった。緩和ケアに関する知識について、研修前後のドメインスコア

平均値の比較では、「がん性疼痛の評価と治療」5.8から 7.2（P<0.001）、「オピオイドを開始するとき」1.8から 2.7
（P<0.001）、「呼吸困難」1.8 から 2.7（P<0.001）、「消化器症状」2.1 から 2.7（P=0.002）、「せん妄」1.9 から 2.5
（P=0.002）,「コミュニケーション」2.4 から 2.9（P<0.001）と有意に変化した。各セッションの理解度の平均値

は 3.9～4.7 であり、それぞれのセッションについて概ね理解できたと回答した。今後はさらに調査を重ね、研修の

有効性を検証することが課題である。 
 
 
全期間（第３年次評価時点） 
 
がん対策の観点からみると、本研究班の活動期間は平成 23年度の「第2期がん対策推進基本計画」の案の作成の

時期から活動が始まり、平成 24 年度の都道府県がそれぞれの都道府県がん対策推進計画を策定し、平成 25 年度に

都道府県の第 2 期のがん対策が開始する時期と重なり、がん対策の転換期に活動できたことより、がん対策に大い

に貢献できる成果を得た。具体的には、がん対策推進基本計画の見直しに際し、全国のがん診療連携拠点病院を対

象に行った調査から抽出した事項を、政府のがん対策推進協議会の資料として提出し、一部反映されることができ

た。また、平成25年度には、都道府県の第2期のがん対策が開始しているが、都道府県のがん対策担当者からのヒ

アリングで得られた「他の都道府県の取り組みについて情報交換や共有を図りたい」「がん対策の評価の方法などが

ん対策に関連した必要な知識を得たい」というニーズに対して、各都道府県が各自の都道府県におけるがん対策の

進捗状況を把握し、改善すべき課題の明確化、事業の効率性を評価していく方法について学習するワークショップ

プログラムを開発するとともに、本研修プログラムは、厚生労働省委託事業がん対策情報センター主催の「都道府

県がん対策担当者研修」に提供し活用されており、本研究の成果はがん対策に貢献している。 

 

また、独法化後、国立がん研究センターは、わが国のがん医療を牽引していくために新たな取り組みを開始した。

そのような中で、セカンドオピニオンである「がん相談対話外来」の利用者の分析、相談支援センターが先駆的に

行っているサポートグループの内容や相談内容の分析を通じて、医療者患者間のコミュニケーションの不足等のが

ん医療の課題が明らかになった。この結果はメディアにおけるがん医療に関する報道の傾向を分析することでも裏

付けされた。その結果を踏まえつつ、最終年度には、この課題の解決に向けて、わが国のがん患者の意思決定支援

のあり方を確立するための文献検索を行い、わが国ではまだ十分にこの領域の研究がおこなわれていないことが明

らかになった。今後、医療従事者による意思決定支援に関する研修プログラムの開発を目指し、わが国に求められ

る意思決定支援のあり方を明らかにしていく必要がある。さらに、緩和ケアに関しては、がん対策における重点的

に取り組むべき事項として位置付けられていることもあり、政府によりこれまでにない新たな取り組みの方向性が

継続的に示されている。今後、新たながん診療連携拠点病院制度において、がん拠点病院は、施設レベル、都道府

県レベル、全国レベルで PDCAサイクルを実施していくことが求められており、国立がん研究センターはその支援を

していくことが期待されている。緩和ケアの領域についても同様であり、そのことは厚生労働省が設置した緩和ケ

ア推進検討会の第二次中間とりまとめでも明記されている。今後、国立がん研究センターががん拠点病院に対して

必要な支援を実施していくことができるよう、緩和ケアに関する都道府県レベル、全国レベルでの PDCAサイクルを
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確保できるよう新たな支援方法を開発する必要があり、本研究班では緩和ケアに関するピアレビュー方法の開発を

行った。今後、この成果は、国立がん研究センターが行っていくがん拠点病院の支援に活用していくことを想定し

ている。また、モデル開発に関しては、安全な外来がん化学療法（経口抗がん薬を含む）を管理する薬-薬連携モデ

ルの構築と薬剤師研修のあり方についても検討を開始している。 

さらに、研修の評価に関する研究も進み、その成果は現在のがん対策情報センターが行っている外部向けの研修

に活用されている。これまで、研修の効果については評価を行う方法が確立しておらず、研修の有用性について客

観的に示すことが困難であった。本研究班で、研修の評価を行う手順を明らかにし、それに基づいて作成する評価

方法の信頼性・妥当性が示された。がん対策情報センターで実施している研修については、研修受講者を対象に調

査を行い研修の効果を確認し、それに基づき研修内容の見直しを行う体制を整備することができ、本研究の成果に

より「効果のある研修の実施」を実現するために、PDCAサイクルに基づく研修実施体制が確立できた。 

 

本研究班の成果は、上記のように、わが国のがん対策の推進、並びに国立がん研究センターの新たな機能のあり

方の検討に貢献した。 
 
 
倫理面への配慮 
 
研究を進めていくにあたって、臨床研究に関する倫理指針及び疫学研究倫理指針の理念を尊重し必要な指針を遵

守したうえで研究を実施する。特に、診療情報に伴う個人情報を扱う際には、記録の段階で個人情報が含まれない

ように細心の注意を払い、すべての解析段階で匿名化して管理を行なう。 
質問紙調査を行う際は、回答者が質問内容によって不快感やストレスを経験しないよう、記載の内容については

常に工夫するなど十分な配慮を行い、負担の軽減に努める。 
 また、医療従事者を対象とした調査であっても、個人情報の保護のため、対象者の個人情報は個人情報管理者を

おいてその者が管理する体制を作る。 
 
 
本研究に関連する、本研究期間中の主な発表論文等 
 

（雑誌論文）平成 25年度 

● 明記はしていないが密接に関連している論文 
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2. Morita T, Sato K, Miyashita M, Akiyama M, Kato M, Kawagoe S, Kinoshita H, Shirahige Y, Yamakawa S, 
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5. 助友裕子．学ぶとは誠実を胸に刻むこと－がんを題材とした実践事例に学ぶ－．保健体育教室 2014；
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